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１．外部評価の概要（令和 5 年度 事務事業の外部評価） 

 

（１） ⾏政評価の⽬的 

① 事務事業の改善 

ＰＤＣＡサイクルに基づき、事業の⽬指すべき成果がどの程度達成されているかを検証

することで、継続的に事業の改善を図りながら、成果重視の⾏政運営を推進します。 

② ⾏政の説明責任の向上 

村⺠に評価結果を公表することにより、⾏政活動の⽬的、達成⽬標、評価情報、⾏政の

透明性と村の説明責任を向上させ、⾏政に対する村⺠の理解を深めてもらい、村⺠との

協働に取り組む⾏政運営を推進します。 

③ 職員の意識改⾰ 

⾏政活動の成果や達成度、要した費⽤などを明らかにすることにより、⾏政運営に経営

感覚を取り⼊れ、職員⼀⼈⼀⼈の⽬的意識、コスト意識等の意識改⾰を図るとともに、

評価結果を⾏政活動の⾒直しや新たな企画⽴案に反映させるなど、政策形成能⼒の向上

を図ります。 

 

（２） 外部評価の位置づけ 

⾏政評価における客観性及び透明性をより向上させるため、ＰＤＣＡサイクルに基づき、

学識経験者および住⺠により構成される「⻄郷村⾏政評価推進委員会」により、⾏政の内

部による⾏政評価の結果を、外部（第三者）からの視点で再評価し、業務の⾒直し等につ

いて村へ助⾔を⾏います。 

    

 ・ＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価 Check

内部・外部評価

⾒直し Action

事業の⾒直し

計画 Plan

実施計画・予算編成

実⾏ Do

事業の実施
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（３） 評価全体の流れ 

 【内部評価（職員評価）】 

・事務事業評価（担当評価）… 定性評価・定量評価 

・事務事業評価（1 次評価）… 事業の⽅向性・予算の⽅向性・次年度以降の取組等 

・事務事業評価（2 次評価）… 事業の⽅向性・予算の⽅向性・改善点等 

・施策評価 … 基本施策の評価、個別施策の評価、むらづくり指標の達成度 

 

 【外部評価（委員会評価）】 

・評価対象事業の選定 … 実施計画掲載事業の中から、委員会が選定する 

・担当課ヒアリング … 内部評価の結果、資料等を基に、担当課にヒアリングを⾏う 

・評価調書の作成（各委員）… ヒアリング後に委員ごとに評価調書を作成する 

・報告書の作成 … 委員会としての報告書を作成し、村⻑へ提出する 

 

 

【外部評価（委員会評価）について】 

① 評価対象事業の選定 

本委員会で全ての事務事業の評価を単⼀年度で⾏うことが困難であるため、⾏政評価

基本⽅針に基づき「第四次総合振興計画」に掲げる８つの基本⽬標から、それぞれ１

事業を外部評価委員会において選定し、8 件の事務事業を対象に実施しました。 

令和 6 年度外部評価の対象として選定した事務事業は、以下のとおりです。 

 

基本

⽬標 
分 野 事業名 担当課 

1 子ども・子育て・少子化対策 屋内遊び場確保事業 福祉課 

2 教育・文化・スポーツ オンライン英会話事業 学校教育課 

3 産業・観光・交流 住宅取得費補助⾦ 企画政策課 

4 都市基盤整備 デマンド交通実証事業 企画政策課 

5 保健・医療・福祉 敬⽼会諸費 健康推進課 

6 環境保全 資源回収推進事業 環境保全課 

7 防犯・防災 防犯カメラ整備事業 防災課 

8 ⾏財政運営 ふるさと納税管理費 企画政策課 
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② 担当課ヒアリング 

評価対象事業の担当課を招集し、ヒアリングにより事業の詳細を確認しました。 

 

③ 評価調書の作成（各委員） 

内部評価結果、事務事業評価シート及びヒアリングの内容を基に、委員ごとに「評価

調書」を作成した後、委員会としての最終評価をとりまとめました。 

なお、事業の評価は「妥当性」「有効性」「効率性」の視点ごとに評価を⾏った後、総

合評価として以下のとおり判定を⾏っています。 

A︓事業継続 

B︓改善を検討し事業を継続 

C︓事業縮⼩・再構築の検討 

D︓事業廃⽌・凍結の検討 

 

また、事務事業に対する指摘事項や意⾒、提案についても、委員会からの提⾔として

とりまとめています。 

 

 

 

  

- 3 -



⻄郷村⾏政評価推進委員会 評価報告書 

 

２．外部評価結果 

 

事務事業 屋内遊び場確保事業 

担当部署 福祉課 

基本⽬標 1 希望に満ち、子どもたちが健やかに育つむらづくり 

基本施策 1-3 子育て支援の充実 

個別施策 1-3-3 子どもの居場所づくり 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
B 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総
合
評
価
（
コ
メ
ン
ト
・
提
言
・
提
案
な
ど
） 

評価 B 
県からの運営費補助がある間は継続が妥当と思われるが、補助

が無くなることを想定し、設置目的の⾒直しや運営⽅法等につ

いて早急に検討すべき。 

① 県からの運営補助が無くなった場合、事業をどうするのか（縮⼩、廃⽌）検討

が必要である。 

② 県からの補助が終了したとしても、設置⽬的を⾒直すなどして子どもの居場所

を存続してほしい。 

③ 子育て世代のニーズを調査した上で、今後の施設の利⽤や運営⽅法について検

討すべき。 
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事務事業 オンライン英会話事業 

担当部署 学校教育課 

基本⽬標 2 自らを高め、共によりよく生きるむらづくり 

基本施策 2-1 学校教育の充実 

個別施策 2-1-5 時代に対応した教育の推進 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
B 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
C 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
C 

総
合
評
価
（
コ
メ
ン
ト
・
提
言
・
提
案
な
ど
） 

評価 C 児童生徒の負担、事業効果等を考慮すると、オンライン英会話を

継続するより、ALT の増員がより効果的であると考える。 

① 児童生徒の負担感等を考慮すると、事業規模を縮⼩したことは妥当である。 

② 事業が有効であったかは不透明であるが、子どもたちが英語に興味・関⼼を持

ったことは感じられる。 

③ 事業は⼤変良いと思うが、より低学年を対象とした⽅が興味をもって学習でき

るのではないか。 
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事務事業 住宅取得費補助⾦ 

担当部署 企画政策課 

基本⽬標 3 活⼒ある、交流とふれあいのむらづくり 

基本施策 3-3 観光・交流の活性化 

個別施策 3-3-7 定住・移住の促進 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
A 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総
合
評
価
（
コ
メ
ン
ト
・
提
言
・
提
案
な
ど
） 

評価 A 
事業を継続すべきであるが、首都圏からの移住を増やすために

ターゲットを絞ったり、県内・県外からの移住に対して補助⾦額

に差を付けたりするなどの工夫が必要と思われる。 

① 県内からの移住者が多いということであるが、それでも⻄郷村が選ばれること

は喜ばしいことである。 

② 地域外、県外からの移住を促進できるようターゲットを絞ること、補助を増額

することも検討してほしい。 
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事務事業 デマンド交通実証事業 

担当部署 企画政策課 

基本⽬標 4 快適に暮らし、利便性の高いむらづくり 

基本施策 4-1 道路・公共交通の整備 

個別施策 4-1-5 公共交通網の再編 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
A 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総
合
評
価
（
コ
メ
ン
ト
・
提
言
・
提
案
な
ど
） 

評価 A 
高齢者等の交通手段として、継続が必要な事業である。 

今後は、AI システムを導入し、当日予約を可能にするなど、さ

らなる利便性向上に努められたい。 

① 高齢化に伴う免許返納後の交通手段として⼤切な事業である。 

② 実証期間であったとはいえ、路線バス事業とデマンド交通事業の両⽅に対して

補助⾦を出すことは⾮効率である。路線バス事業の機能を⼗分に代替できるの

であれば、デマンド交通事業に早急に切り替える必要がある。 

③ AI 導⼊による当⽇予約など利⽤者の利便性向上を図るとともに、ライドシェ

アの導⼊に向けても検討願いたい。 

④ 利⽤者に対する聞き取りやアンケート調査を⾏い、利便性を高め、利⽤者数を

増やしていくことが求められる。 
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事務事業 敬⽼会諸費 

担当部署 健康推進課 

基本⽬標 5 自分らしく生き、笑顔があふれるむらづくり 

基本施策 5-3 高齢者福祉の充実 

個別施策 5-3-1 社会参加・生きがいづくり 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
B 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総
合
評
価
（
コ
メ
ン
ト
・
提
言
・
提
案
な
ど
） 

評価 B 事業継続については、敬⽼祝い⾦の⽀給開始年齢の⾒直しや⽀

給対象年齢を限定するなどの工夫が必要である。 

① 敬⽼祝⾦支給事業については、現⾦給付ではなく、地元商店で使える商品券や

福祉法⼈のサービスを受けられる利⽤券を配布することで、地域経済への波及

効果が期待できるのではないか。 

② 敬⽼祝い⾦支給事業の⾒直しが必要で、メリハリのある支給を検討してほし

い。 

③ 敬⽼祝⾦支給事業を縮⼩すると不公平だと思う住⺠もいるので、時間をかけて

理解醸成を図る必要がある。たとえば、受給の有無を選択できるようにして、

受給しない場合にはその⾦額分の充当先を村の事業の中から選べるようにす

る。村に貢献するという気持ちが生まれ、徐々に受給者が減るかもしれない。 
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事務事業 資源回収推進事業 

担当部署 環境保全課 

基本⽬標 6 自然と共生し、環境にやさしいむらづくり 

基本施策 6-2 資源循環型社会の推進 

個別施策 6-2-1 ごみの減量化の促進 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
B 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
C 

総
合
評
価
（
コ
メ
ン
ト
・
提
言
・
提
案
な
ど
） 

評価 C 
「ごみの減量化」という⽬的で判断すれば効果は薄いと思われ

る。スポーツ少年団の活動資⾦や⾏政区のコミュニティづくり

のためということであれば、別の補助制度を検討していただき

たい。 

① 所属団体が資源回収をする時期までごみを自宅に保管しているという意⾒も

あり、⻄郷村全体で回収するゴミの総量で⾒れば資源回収推進事業の有無によ

って変化はないのではないか。 

② スポーツ少年団等の運営資⾦捻出にこの事業資⾦が使われているようである

が、⼀般家庭での資源ごみの分別が正しく進んでいる中、この事業を継続して

いくメリットがあるのかどうか疑問である。 

③ 収⼊を得ることを⽬的に資源回収をしている団体に対しては、ニーズ調査をし

たうえで、別の制度を通じて活動補助することを検討してもらいたい。 
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事務事業 防犯カメラ整備事業 

担当部署 防災課 

基本⽬標 7 安全が守られ、災害に強いむらづくり 

基本施策 7-2 防犯・交通安全の推進 

個別施策 7-2-3 防犯・交通安全施設の整備 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
A 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総
合
評
価
（
コ
メ
ン
ト
・
提
言
・
提
案
な
ど
） 

評価 B 
防犯、事故防⽌あるいは事件、事故の早期解決のため、計画的な

事業継続を望む。今後は、個⼈のプライバシーに配慮しながら、

⺠間の防犯カメラ設置に対する補助制度の検討も必要である。 

① 公共の場において、防犯カメラ設置することは、住⺠のプライバシーの権利や

自由の権利を侵害する恐れがあるため、設置及び運⽤のガイドラインの策定が

必要ではないか。 

② 防犯や事故事件早期解決に対する環境強化は必要で、村主導で⾏うだけでな

く、要望に沿った設置の検討もお願いしたい。 

③ ⺠間に補助⾦を出して、防犯カメラ設置を促し、事故等が発生したときは村や

警察に協⼒する体制を構築するなど犯罪等の防⽌に役⽴ててほしい。 
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事務事業 ふるさと納税管理費 

担当部署 企画政策課 

基本⽬標 8 共に考え、協働するむらづくり 

基本施策 8-2 持続可能なむらづくりの推進 

個別施策 8-2-2 健全な財政運営 
 

視
点
ご
と
の
評
価 

妥
当
性 

・事業⽬的は妥当か 

・住⺠ニーズに適合しているか 

・村が実施する必要性があるか 
B 

有
効
性 

・成果⽬標の達成状況はどうか 

・事業の成果が生じているか 

・住⺠サービスの向上が図られているか 
B 

効
率
性 

・事業費は適正か 

・⺠間委託等は可能か 

・他の課等との横軸連携はあるか 
B 

総
合
評
価
（
コ
メ
ン
ト
・
提
言
・
提
案
な
ど
） 

評価 B 
ふるさと納税制度が続く以上、歳出超過にならぬよう魅⼒ある

体験型の返礼品の発掘・開発と、新規寄附者・リピーターを増や

す努⼒が必要である。 

① 「ふるさと納税」という制度に課題等があるものの、制度が続く以上は歳出超

過にならぬよう、村の魅⼒を知ってもらう体験型の返礼品開発が急務である。 

② SNS やメール等を利⽤して村の最新情報を送り、新規寄付者やリピーターを

増やす努⼒が必要である。 
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⻄郷村⾏政評価推進委員会 評価報告書 

 

３．総評 

 

本報告書は、2017 年度に策定された第四次総合振興計画の施策に対して、⻄郷村⾏政評価

推進委員会による外部評価の結果を報告するものです。 

2024 年度は、評価対象を 8 つの事務事業に絞り込んで評価しました。従来は、施策を評価

対象としていたため、施策の⽬標値の⾒直しを求めるなど外部評価の制度設計やその⽅法に

関する意⾒が多かったように思われます。今年度は、個々の事務事業について、具体的な提

⾔・提案をすることができたように思います。 

第四次総合振興計画に掲げられている 8 つの基本⽬標から、それぞれ 1 つずつ事務事業を

⻄郷村⾏政評価推進委員会において選定しました。⾏政職員による内部評価の内容を考慮し、

優先的に検討する必要のある事業を選びました。 

⻄郷村⾏政評価推進委員会で検討した結果、2 つの事業に「A」、４つの事業に「B」、２つの

事業に「C」、という判定となりました。A は「事業継続」、B は「改善を検討し事業を継続」、

C は「事業縮⼩・再構築の検討」を意味します。いずれの事務事業に対しても、委員からは、

個々の事業に対して、住⺠ニーズの充⾜、費⽤対効果、財政負担の側⾯から改善を求める提

⾔や、具体的な改善策の提案がなされています。委員からの提⾔・提案を来年度の予算や事

業に反映していただきたいと思います。 

⾏政評価は、1990 年代半ばから自治体主導ではじまりました。⾏政評価を実施している自

治体の割合は、2016 年 10 ⽉現在、都道府県では 100%、指定都市では 95%、市区町村で

は 60%です。その⼀⽅で、外部有識者による評価を実施している自治体の割合となると、少

なくなります。都道府県では 55.3%、指定都市では 63.2%、市区町村では 46.7%です（総

務省自治⾏政局「地⽅公共団体における⾏政評価の取組状況等に関する調査結果」2017 年 6

⽉）。 

⻄郷村⾏政評価推進委員会のメンバーは、会⻑を除く 8 名が⻄郷村の住⺠です。その意味

で、⻄郷村の外部評価は住⺠を中⼼にして実施しています。主権者である住⺠が外部評価に

関わることは、⾏政の透明性や説明責任を高め、⺠主主義を強化することにつながるとされ

ています。（OECD, Open Government―The Global Context and The Way Forward, 2016） 

地⽅自治体は、地⽅自治の本旨にもとづき、主権者である住⺠の権利の⼀部を信託されてい

ます。住⺠が健康で文化的な⼈間らしい生活を営めるように、住⺠の生存権を保障し、福祉

の増進をはかるとともに、地域の持続可能な発展を支える役割を地⽅自治体が担っています。 
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⻄郷村⾏政評価推進委員会 評価報告書 

 

地⽅自治体の施策や事業について、住⺠の視点で、住⺠のニーズに対応できているかを確認

し、公平性や有効性、効率性などの観点において適切に運⽤できているかを評価し、改善を

求めていくことは⺠主主義を強化するうえで重要なことです。 

最後に、⾏政評価にご協⼒いただいた職員のみなさんに感謝します。住⺠にとって暮らしや

すい⻄郷村を実現するために、より⼀層ご尽⼒いただけますようお願いしたいと思います。 

 

⻄郷村⾏政評価推進委員会  
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⻄郷村⾏政評価推進委員会 評価報告書 

 

４．資料 

 

（１） ⻄郷村⾏政評価推進委員会 委員 

任期︓令和 5 年 8 ⽉ 3 ⽇〜令和 7 年 8 ⽉ 2 ⽇ 

 氏 名 備考 

1 藤原 遥 会⻑ 

2 居川 孝男 職務代理者 

3 田邉 敏捷  

4 勝又 千賀子  

5 菊地 幹雄  

6 島田 弘美  

7 庄司 実野⾥  

8 古川 晃 新任（令和 6 年 7 ⽉ 30 ⽇〜） 

9 菊地 陽子 新任（令和 6 年 7 ⽉ 30 ⽇〜） 

 

（２） ⻄郷村⾏政評価推進委員会（外部評価）の開催経過 

会議 開催⽇ 内容 

第 1 回 R6.7.30 
・外部評価の実施⽅法について 

・評価対象事業の選定 

第 2 回 R6.8.22 ・外部評価の実施（担当課ヒアリング） 

（書⾯） 〜R6.8.30 ・評価調書の作成 

第 3 回 R6.9.25 ・評価報告書（案）の確認 

 R6.10.15 ・評価報告書を村⻑へ提出 

 

 

（３） 内部評価シート（施策評価）について 

担当課等による内部評価の結果について、巻末に添付いたします。 
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⻄郷村⾏政評価推進委員会 評価報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年度（令和 5 年度実施事業分） 

基本施策評価シート 

（⻄郷村提供資料） 
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期
の

教
育

・
保

育
の

充
実

C

福
祉

乳
幼

児
健

診
受

診
率

（
3
歳

児
健

診
）

％
9
6
.8

9
3
.1

9
6
.8

9
8
.1

1
0
0
.0

1
-
3

子
育

て
支

援
の

充
実

C

福
祉

プ
レ
マ
マ
相

談
実

施
率

％
-

9
9
.3

9
5
.4

9
7
.1

1
0
0
.0

福
祉

合
計

特
殊

出
生

率
人

1
.6
0

1
.2
8

1
.4
8

1
.4
3

1
.7
2

福
祉

児
童

発
達

支
援

人
1
3
1

5
3
5

4
8
0

5
7
4

6
0
0

福
祉

放
課

後
等

デ
イ
サ

ー
ビ
ス

人
2
6
1

6
7
6

6
7
1

7
5
4

7
6
0

福
祉

待
機

児
童

数
（
保

育
園

定
員

充
足

率
）

％
-

9
6
.6

9
1
.7

9
1
.0

1
0
0
.0

福
祉

保
育

士
人

数
人

7
7

1
0
0

1
0
3

1
0
5

1
2
7

方
向

性
方

向
性

福
祉

保
育

所
等

巡
回

訪
問

支
援

数
回

-
3
9

2
5

2
3

4
0

1
-
1
-
1

妊
娠

・
出

産
期

か
ら
の

支
援

維
持

・
継

続

住
民

婚
姻

件
数

件
2
3
2

1
6
4

1
7
1

1
6
6

1
8
0

1
-
1
-
2

乳
幼

児
健

診
の

充
実

維
持

・
継

続

福
祉

子
育

て
支

援
セ
ン
タ
ー
利

用
者

数
人

-
1
,0
8
1

1
,5
4
4

1
,2
7
4

1
,1
2
0

1
-
1
-
3

養
育

支
援

の
充

実
維

持
・
継

続

福
祉

乳
幼

児
医

療
費

助
成

(国
保

操
出

金
含

む
)(
一

人
当

た
り
)

円
3
8
,4
9
9

2
9
,2
9
2

2
9
,3
6
0

3
5
,7
6
5

2
9
,0
0
0

以
下

1
-
1
-
4

発
達

支
援

・
療

育
体

制
の

充
実

維
持

・
継

続

福
祉

児
童

医
療

費
助

成
(国

保
操

出
金

含
む
)

(一
人

当
た
り
)

円
2
9
,4
8
1

2
3
,0
5
6

2
3
,1
5
4

2
7
,5
0
2

2
4
,0
0
0

以
下

1
-
1
-
5

思
春

期
保

健
の

充
実

維
持

・
継

続

福
祉

児
童

ク
ラ
ブ
入

会
児

童
数

人
2
7
4

4
0
1

4
1
5

4
1
8

4
7
0

1
-
2
-
1

待
機

児
童

の
解

消
維

持
・
継

続

福
祉

ひ
と
り
親

家
庭

医
療

費
助

成
(一

人
当

た
り
)

円
1
5
,2
3
5

1
9
,3
8
3

1
8
,7
2
8

2
1
,6
3
3

1
8
,0
0
0

以
下

1
-
2
-
2

多
様

な
ニ
ー
ズ
に
応

じ
た

教
育

・
保

育
の

充
実

維
持

・
継

続

福
祉

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

管
理

ケ
ー
ス
数

(終
結

数
)

件
-

1
3
/
2
9

3
/
2
5

3
/
2
5

1
0
/
1
0

1
-
2
-
3

幼
保

小
連

携
の

強
化

維
持

・
継

続

1
-
2
-
4

障
が

い
児

保
育

等
の

充
実

維
持

・
継

続

1
-
3
-
1

出
会

い
の

場
の

創
出

と
結

婚
支

援
拡

大
・
拡

充

1
-
3
-
2

地
域

に
お
け
る
子

育
て
支

援
の

充
実

維
持

・
継

続

1
-
3
-
3

子
ど
も
の

居
場

所
づ
く
り

維
持

・
継

続

1
-
3
-
4

ひ
と
り
親

家
庭

へ
の

支
援

維
持

・
継

続

1
-
3
-
5

児
童

虐
待

防
止

対
策

の
充

実
維

持
・
継

続

令
和
６
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
５
年
度
実
績
）

む
ら
づ
く
り
指

標
（
令

和
５
年

度
実

績
）

基
本

施
策

評
価

1
-
1

基
本

施
策

の
評
価

合
計

特
殊

出
生

率
が

低
下

し
て
い
る

前
年

度
比

で
低

下
傾

向
に
あ
る

医
療

費
が

増
大

し
て
い
る

1
-
2

1
-
3

個
別

施
策

名
個

別
施

策
名

個
別

施
策

の
方

向
性
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基
本

目
標

３
　
活

力
あ
る
、
交

流
と
ふ

れ
あ
い
の

む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標

名
単

位
基

準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

産
業

ス
マ
ー
ト
農

業
機

械
等

導
入

補
助

件
数

件
-

-
-

4
1
2

3
-
1

農
林

業
の

振
興

B

産
業

耕
畜

連
携

に
よ
る
参

加
農

家
の

耕
作

面
積

h
a

1
4
5
.0

1
9
9
.7

1
9
8
.7

2
1
5
.3

2
0
0
.0

3
-
2

B

産
業

認
定

農
業

者
数

人
1
3
5

1
2
3

1
2
3

1
2
3

1
2
3

3
-
3

観
光

・
交

流
の

活
性

化
A

産
業

有
害

鳥
獣

捕
獲

数
頭

1
2
7

1
6
4

2
7
4

3
1
3

3
1
0

産
業

直
売

所
出

品
者

数
（
村

内
人

数
）

人
6
0

1
5
4

1
6
1

1
6
6

1
5
4

産
業

直
売

所
販

売
金

額
千

円
5
,5
0
0

2
1
3
,7
1
0

2
4
0
,2
9
0

2
4
3
,4
3
7

2
3
0
,0
0
0

産
業

農
地

集
積

率
％

4
5
.8

4
9
.2

5
1
.9

5
3
.0

6
0
.0

産
業

森
林

整
備

面
積

h
a

3
2
.0

2
9
.5

4
2
.0

2
2
.1

3
5
.0

産
業

松
く
い
虫

被
害

木
処

理
材

積
㎥

1
0
6
.0

9
9
.7

5
4
.0

5
4
.7

1
0
5
.0

方
向

性
方

向
性

産
業

製
造

業
従

業
員

数
人

4
,0
4
2

(H
2
8
)

4
,6
0
9

4
,6
0
9

4
,6
0
9

4
,8
0
0

3
-
1
-
1

生
産

基
盤

の
整

備
維

持
・
継

続
3
-
3
-
4

合
宿

の
里

づ
く
り
の

推
進

維
持

・
継

続

産
業

製
造

業
出

荷
額

百
万

円
1
6
2
,4
4
0

(H
2
8
)

2
3
8
,2
8
1

2
3
8
,2
8
1

2
3
8
,2
8
1

2
5
0
,0
0
0

3
-
1
-
2

担
い
手

の
確

保
・
経

営
強

化
維

持
・
継

続
3
-
3
-
5

交
流

・
イ
ベ
ン
ト
の

開
催

・
誘

致
維

持
・
継

続

産
業

卸
売

・
小

売
業

販
売

額
百

万
円

3
0
,5
1
4

(H
2
8
)

2
8
,1
5
5

2
8
,1
5
5

2
8
,1
5
5

3
2
,0
0
0

3
-
1
-
3

循
環

型
農

業
の

推
進

拡
大

・
拡

充
3
-
3
-
6

広
域

観
光

の
推

進
維

持
・
継

続

産
業

「
イ
ク
ボ
ス
宣

言
・
福

島
県

次
世

代
育

成
支

援
企

業
」
認

定
企

業
数

(累
計

)
円

-
9

1
0

1
0

1
4

3
-
1
-
4

６
次

産
業

化
の

推
進

維
持

・
継

続
3
-
3
-
7

定
住

・
移

住
の

促
進

維
持

・
継

続

総
務

東
京

に
し
ご
う
会

会
員

数
人

6
9

1
0
6

8
2

7
2

1
1
6

3
-
1
-
5

森
林

再
生

拡
大

・
拡

充

産
業

観
光

客
入

込
数

人
3
4
4
,1
7
1

2
5
9
,6
2
2

2
8
9
,3
4
1

3
7
7
,1
2
8

2
7
4
,0
0
0

3
-
1
-
6

森
林

の
保

護
・
活

用
維

持
・
継

続

産
業

観
光

客
宿

泊
者

数
人

1
0
1
,9
8
7

7
2
,6
1
3

6
1
,7
3
1

8
9
,8
5
7

9
1
,0
0
0

3
-
2
-
1

経
営

基
盤

強
化

支
援

維
持

・
継

続

産
業

イ
ベ
ン
ト
に
よ
る
交

流
人

口
人

2
1
,0
0
0

5
0
0

7
,5
0
0

1
0
,6
5
6

2
1
,0
0
0

3
-
2
-
2

創
業

支
援

維
持

・
継

続

産
業

ス
ポ
ー
ツ
合

宿
で
村

に
訪

れ
た
人

数
人

1
,6
7
6

6
9
7

1
,1
8
8

3
,2
5
6

2
,2
0
0

3
-
2
-
3

企
業

誘
致

の
推

進
拡

大
・
拡

充

住
民

転
入

者
数

人
1
,0
0
1

9
7
0

1
,0
4
5

1
,1
3
6

1
,0
1
8

3
-
2
-
4

産
学

官
連

携
・
企

業
間

連
携

の
推

進
維

持
・
継

続

3
-
2
-
5

多
様

な
働

き
方

の
推

進
維

持
・
継

続

3
-
3
-
1

着
地

型
観

光
の

推
進

維
持

・
継

続

3
-
3
-
2

情
報

発
信

・
観

光
プ
ロ

モ
ー
シ
ョ
ン

維
持

・
継

続

3
-
3
-
3

観
光

資
源

の
整

備
維

持
・
継

続

3
-
1

3
-
2

3
-
3

商
工

業
の

振
興

・
雇

用
創

出
・
担

い
手

の
確

保

令
和
６
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
５
年
度
実
績
）

む
ら
づ
く
り
指

標
（
令

和
５
年

度
実

績
）

基
本

施
策

評
価

個
別

施
策

名
個

別
施

策
名

基
本

施
策

の
評
価

個
別

施
策

の
方

向
性森

林
整

備
関

係
が

低
下

傾
向

に
あ
る

基
幹

統
計

デ
ー
タ
（
5
年

）
の

た
め
年

度
ご
と

の
推

移
を
評

価
で
き
な
い

コ
ロ
ナ
禍

が
明

け
て
活

性
化

が
図

ら
れ

て
い

る
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基
本

目
標

４
　
快

適
に
暮

ら
し
、
利

便
性

の
高

い
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標

名
単

位
基

準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

建
設

歩
道

設
置

延
長

数
（
累

計
）

km
4
8
.5

5
0
.2

5
1
.7

5
1
.8

5
4
.2

4
-
1

道
路

・
公

共
交

通
の

整
備

B

建
設

村
道

舗
装

率
％

7
2
.0

7
3
.8

7
4
.2

7
4
.3

7
5
.0

4
-
2

A

建
設

歩
道

除
雪

隊
登

録
数

（
累

計
）

団
体

1
2

2
3

2
1

2
1

2
5

4
-
3

住
環

境
の

整
備

B

企
画

デ
マ
ン
ド
タ
ク
シ
ー
利

用
人

数
（
1
日

当
た

り
）

人
-

4
2
.3

3
8
.1

3
5
.6

5
1
.0

企
画

デ
マ
ン
ド
タ
ク
シ
ー
利

用
者

満
足

度
％

-
5
1
.3

-
5
1
.3

7
5
.0

水
道

水
道

有
収

率
％

7
8
.9

7
9
.4

7
9
.6

8
4
.8

8
1
.9

水
道

下
水

道
接

続
率

％
8
9
.3

9
2
.4

9
3
.0

9
3
.6

9
3
.5

水
道

水
洗

化
率

（
合

併
浄

化
槽

含
む
）

％
7
9
.7

8
8
.1

8
8
.5

8
9
.0

9
1
.0

水
道

水
質

基
準

適
合

率
％

1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

方
向

性
方

向
性

企
画

西
郷

村
空

き
家

バ
ン
ク
制

度
利

活
用

率
％

-
1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

4
-
1
-
1

計
画

的
な
道

路
整

備
の

推
進

維
持

・
継

続

企
画

住
宅

取
得

費
補

助
金

件
数

（
累

計
）

件
-

7
5
5

6
2

2
0
0

4
-
1
-
2

生
活

道
路

の
安

全
確

保
維

持
・
継

続

建
設

村
営

住
宅

入
居

率
％

9
6
.0

9
6
.0

9
8
.8

9
7
.1

1
0
0
.0

4
-
1
-
3

除
雪

体
制

の
強

化
維

持
・
継

続

建
設

定
住

促
進

住
宅

入
居

率
％

6
7
.0

5
6
.0

5
2
.0

5
6
.5

6
0
.0

4
-
1
-
4

道
路

の
長

寿
命

化
維

持
・
継

続

4
-
1
-
5

公
共

交
通

網
の

再
編

維
持

・
継

続

4
-
2
-
1

汚
水

の
適

正
処

理
維

持
・
継

続

4
-
2
-
2

水
の

安
定

供
給

と
水

質
監

視
維

持
・
継

続

4
-
2
-
3

上
下

水
道

事
業

の
安

定
経

営
維

持
・
継

続

4
-
2
-
4

ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

推
進

維
持

・
継

続

4
-
3
-
1

居
住

環
境

の
整

備
維

持
・
継

続

4
-
3
-
2

公
営

住
宅

の
整

備
拡

大
・
拡

充

4
-
3
-
3

公
園

・
緑

地
の

管
理

維
持

・
継

続

4
-
3
-
4

情
報

通
信

基
盤

の
管

理
維

持
・
継

続

4
-
3
-
5

コ
ン
パ

ク
ト
な
ま
ち
づ
く
り

の
推

進
維

持
・
継

続

令
和
６
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
５
年
度
実
績
）

む
ら
づ
く
り
指

標
（
令

和
５
年

度
実

績
）

基
本

施
策

評
価

上
下

水
道

の
整

備

基
本

施
策

の
評
価

デ
マ
ン
ド
交

通
の

満
足

度
が

横
ば

い

ほ
ぼ

目
標

を
達

成
で
き
て
い
る

4
-
1

4
-
2

4
-
3

個
別

施
策

名
個

別
施

策
名

個
別

施
策

の
方

向
性村

営
住

宅
入

居
率

が
低

下
し
た
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基
本

目
標

５
　
自

分
ら
し
く
生

き
、
笑

顔
が

あ
ふ

れ
る
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標

名
単

位
基

準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

健
康

に
し
G
O
コ
コ
カ
ラ
元

気
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参

加
人

数
人

-
1
4
6

1
6
5

1
4
1

3
5
0

5
-
1

健
康

づ
く
り
の

推
進

C

健
康

生
活

習
慣

改
善

（
運

動
教

室
等

）
参

加
者

数
人

-
2
,3
7
8

3
,4
5
0

3
,9
0
4

6
,6
0
0

5
-
2

B

健
康

特
定

健
康

診
査

受
診

率
％

4
1
.6

4
7
.2

4
7
.9

4
7
.8

6
0
.0

5
-
3

高
齢

者
福

祉
の

充
実

B

健
康

お
達

者
度

(6
5
歳

の
日

常
生

活
動

作
が

自
立

し
て
い
る
期

間
の

平
均

)（
男

）
歳

-
1
6
.2
3

-
-

1
7
.4
6

5
-
4

障
が

い
者

（
児

）
福

祉
の

充
実

B

健
康

お
達

者
度

(6
5
歳

の
日

常
生

活
動

作
が

自
立

し
て
い
る
期

間
の

平
均

)（
女

）
歳

-
1
9
.5
3

-
-

2
0
.6
1

5
-
5

地
域

福
祉

の
充

実
B

健
康

か
か

り
つ
け
医

が
い
る
高

齢
者

の
割

合
％

6
9
.3

8
2
.6

8
4
.2

8
4
.2

8
5
.0

住
民

国
民

健
康

保
険

一
人

当
た
り
費

用
額

千
円

2
7
9

2
9
7

3
0
7

3
5
3

 
3
0
0
以

下

住
民

後
期

高
齢

者
健

診
受

診
率

％
1
7
.9

2
5
.0

2
8
.5

3
0
.0

3
0
.0

健
康

要
支

援
・
要

介
護

に
認

定
さ
れ

て
な
い
人

の
割

合
％

8
4
.0

8
4
.7

8
4
.4

8
4
.8

8
5
.0

方
向

性
方

向
性

生
涯

人
生

楽
園

ク
ラ
ブ
参

加
者

数
人

7
0

8
3

7
2

9
6

1
0
0

5
-
1
-
1

健
康

づ
く
り
の

推
進

拡
大

・
拡

充
5
-
3
-
5

自
立

・
生

活
支

援
の

充
実

維
持

・
継

続

健
康

シ
ニ
ア
活

動
支

援
事

業
（
介

護
予

防
運

動
）
実

施
地

区
数

地
区

5
1
1

1
4

1
5

1
9

5
-
1
-
2

生
活

習
慣

病
予

防
・
が

ん
対

策
の

推
進

拡
大

・
拡

充
5
-
4
-
1

相
続

支
援

体
制

の
強

化
維

持
・
継

続

健
康

介
護

予
防

サ
ポ
ー
タ
ー
養

成
数

人
-

1
7

1
0

1
1

3
0

5
-
1
-
3

食
育

の
推

進
拡

大
・
拡

充
5
-
4
-
2

社
会

参
加

・
就

労
支

援
維

持
・
継

続

健
康

介
護

保
険

サ
ー
ビ
ス
受

給
率

円
-

8
2
.3

8
4
.8

8
3
.3

9
0
.0

5
-
1
-
4

こ
こ
ろ
の

健
康

づ
く
り

維
持

・
継

続
5
-
4
-
3

障
が

い
福

祉
サ

ー
ビ
ス
の

充
実

維
持

・
継

続

福
祉

福
祉

施
設

利
用

者
の

一
般

就
労

へ
の

移
行

者
数

人
-

6
/
6
5

2
/
6
2

2
/
7
1

1
0
/
6
5

5
-
1
-
5

感
染

症
予

防
の

推
進

維
持

・
継

続
5
-
4
-
4

バ
リ
ア
フ
リ
ー
の

む
ら
づ
く

り
維

持
・
継

続

福
祉

地
域

生
活

支
援

事
業

利
用

者
数

人
2
,4
3
9

2
,1
3
9

2
,6
5
6

2
,2
8
8

2
,5
0
0

5
-
2
-
1

地
域

医
療

体
制

の
強

化
維

持
・
継

続
5
-
5
-
1

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
福

祉
団

体
等

の
活

動
支

援
維

持
・
継

続

福
祉

重
度

障
が

い
者

支
援

費
千

円
2
2
,1
1
2

2
5
,8
0
8

2
7
,6
7
1

2
9
,6
9
1

2
4
,0
0
0

5
-
2
-
2

か
か

り
つ
け
医

の
普

及
維

持
・
継

続
5
-
5
-
2

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機

能
の

充
実

維
持

・
継

続

財
政

公
共

施
設

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

施
設

4
/
7

5
/
7

6
/
7

6
/
7

6
/
7

5
-
2
-
3

適
正

受
診

の
促

進
維

持
・
継

続
5
-
5
-
3

安
全

・
安

心
の

確
保

維
持

・
継

続

福
祉

福
祉

関
連

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
人

数
人

3
0

1
0

3
1
0

5
-
2
-
4

国
民

健
康

保
険

制
度

へ
の

支
援

維
持

・
継

続
5
-
5
-
4

生
活

困
窮

者
支

援
の

実
施

維
持

・
継

続

福
祉

生
活

困
窮

者
支

援
事

業
に
よ
る
就

労
者

数
人

-
2
/
1
3
4

4
/
6
5

2
/
3
7

5
/
1
0
0

5
-
2
-
5

後
期

高
齢

者
医

療
制

度
へ

の
支

援
維

持
・
継

続

5
-
3
-
1

社
会

参
加

・
生

き
が

い
づ
く

り
維

持
・
継

続

5
-
3
-
2

地
域

包
括

ケ
ア
シ
ス
テ
ム

の
充

実
維

持
・
継

続

5
-
3
-
3

介
護

サ
ー
ビ
ス
の

充
実

維
持

・
継

続

5
-
3
-
4

高
齢

者
の

権
利

擁
護

維
持

・
継

続

令
和
６
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
５
年
度
実
績
）

む
ら
づ
く
り
指

標
（
令

和
５
年

度
実

績
）

基
本

施
策

評
価

5
-
1

医
療

の
充

実

基
本

施
策

の
評
価

前
年

度
比

で
低

下
傾

向
に
あ
る

国
保

の
一

人
当

た
り
費

用
額

が
上

が
っ
た

介
護

予
防

サ
ポ
ー
タ
ー
が

増
加

し
て
い
な
い

重
度

障
が

い
者

支
援

費
が

増
大

し
て
い
る

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の

確
保

に
課

題
が

あ
る

5
-
4

5
-
5

個
別

施
策

名
個

別
施

策
名

5
-
2

5
-
3

個
別

施
策

の
方

向
性
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基
本

目
標

６
　
自

然
と
共

生
し
、
環

境
に
や

さ
し
い
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標

名
単

位
基

準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

環
境

一
斉

清
掃

に
参

加
し
た
世

帯
の

割
合

％
6
2
.8

4
9
.3

5
6
.3

5
8
.5

5
0
.0

6
-
1

自
然

環
境

の
保

全
と
共

生
B

環
境

不
法

投
棄

監
視

サ
ポ
ー
タ
ー
数

（
累

計
）

人
-

1
6

2
1

2
1

3
0

6
-
2

B

環
境

河
川

の
水

質
保

全
（
B
O
D
)

m
g/
l

1
.3

1
.5

2
.2

1
.6

2
.0
以

下
6
-
3

低
炭

素
社

会
の

実
現

A

環
境

福
島

県
環

境
ア
プ
リ
登

録
件

数
（
累

計
）

件
-

9
3

2
0
5

3
1
7

8
0
0

環
境

環
境

学
習

開
催

回
数

回
-

2
1

1
5

環
境

ご
み

総
排

出
量

ｔ
6
,4
9
5

6
,8
3
3

7
,3
9
2

7
,0
1
0

6
,1
4
2

環
境

村
民

一
人

１
日

当
た
り
ご
み

排
出

量
ｇ

8
9
4

9
2
6

9
9
9

9
4
2

8
4
6

環
境

リ
サ

イ
ク
ル

率
％

1
1
.1

8
.4

8
.2

8
.4

1
1
.0

環
境

生
ご
み

処
理

機
等

購
入

補
助

件
数

（
累

計
）

件
-

-
2
0

4
4

1
0
0

方
向

性
方

向
性

6
-
3

環
境

C
O
2
排

出
削

減
（
公

共
施

設
）

t-
C
O
2

2
,5
8
1

2
,1
2
2

1
,9
0
6

2
,0
0
5

2
,4
2
7

6
-
1
-
1

循
環

保
全

活
動

の
活

性
化

維
持

・
継

続

6
-
1
-
2

環
境

教
育

の
推

進
維

持
・
継

続

6
-
2
-
1

ご
み

の
減

量
化

の
促

進
維

持
・
継

続

6
-
2
-
2

ご
み

・
し
尿

の
適

正
処

理
維

持
・
継

続

6
-
3
-
1

省
エ
ネ
ル

ギ
ー
の

促
進

維
持

・
継

続

6
-
3
-
2

再
生

可
能

エ
ネ
ル

ギ
ー
の

普
及

促
進

維
持

・
継

続

6
-
2

個
別

施
策

名
個

別
施

策
名

個
別

施
策

の
方

向
性

令
和
６
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
５
年
度
実
績
）

む
ら
づ
く
り
指

標
（
令

和
５
年

度
実

績
）

基
本

施
策

評
価

6
-
1

循
環

型
社

会
の

推
進

基
本

施
策

の
評
価

環
境

学
習

の
開

催
回

数
が

少
な
い

ご
み

排
出

量
は

減
少

傾
向

に
あ
る

新
庁

舎
建

設
で
の

改
善

を
図

る

- 21 -



基
本

目
標

７
　
安

全
が

守
ら
れ

、
災

害
に
強

い
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標

名
単

位
基

準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

防
災

「
＠

in
fo
C
an
al
」
ア
プ
リ
登

録
者

数
（
累

計
）

人
-

5
,2
2
3

6
,9
3
4

8
,0
9
0

1
0
,0
0
0

7
-
1

防
災

対
策

・
消

防
体

制
の

充
実

B

防
災

消
防

団
員

数
人

3
1
0

2
6
8

2
6
6

2
6
7

3
3
0

7
-
2

C

防
災

消
防

力
充

足
率

％
8
6
.0

8
4
.0

8
4
.0

8
4
.0

8
8
.0

防
災

消
防

水
利

の
充

足
率

％
8
9
.0

9
3
.0

9
3
.0

9
3
.0

9
4
.0

防
災

防
災

備
蓄

品
備

蓄
率

％
-

9
5
.7

1
0
0
.0

2
3
.0

1
0
0
.0

防
災

交
通

事
故

発
生

件
数

件
7
9

2
4

2
1

3
4

1
9
以

下

防
災

刑
法

犯
罪

認
知

件
数

件
1
5
3

9
4

1
0
1

1
4
0

8
1
以

下

防
災

防
犯

カ
メ
ラ
設

置
件

数
（
累

計
）

件
-

4
6

9
1
0

方
向

性
方

向
性

7
-
1
-
1

防
災

意
識

の
啓

発
維

持
・
継

続

7
-
1
-
2

情
報

伝
達

体
制

の
普

及
促

進
及

び
充

実
強

化
維

持
・
継

続

7
-
1
-
3

防
災

拠
点

・
設

備
の

整
備

維
持

・
継

続

7
-
1
-
4

治
山

・
治

水
対

策
維

持
・
継

続

7
-
1
-
5

危
機

管
理

体
制

の
強

化
維

持
・
継

続

7
-
1
-
6

消
防

体
制

の
強

化
維

持
・
継

続

7
-
1
-
7

地
域

に
お
け
る
防

災
活

動
支

援
拡

大
・
拡

充

7
-
2
-
1

防
犯

に
対

す
る
意

識
啓

発
拡

大
・
拡

充

7
-
2
-
2

交
通

安
全

に
対

す
る
意

識
啓

発
維

持
・
継

続

7
-
2
-
3

防
犯

・
交

通
安

全
施

設
の

整
備

維
持

・
継

続

7
-
2
-
4

地
域

で
見

守
る
体

制
の

構
築

維
持

・
継

続

7
-
2
-
5

相
談

窓
口

の
周

知
維

持
・
継

続

個
別

施
策

名
個

別
施

策
名

7
-
2

個
別

施
策

の
方

向
性

令
和
６
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
５
年
度
実
績
）

む
ら
づ
く
り
指

標
（
令

和
５
年

度
実

績
）

基
本

施
策

評
価

7
-
1

防
犯

・
交

通
安

全
の

推
進

基
本

施
策

の
評
価

備
蓄

品
の

基
準

が
変

わ
っ
た
こ
と
に
よ
り
備

蓄
率

が
低

下
し
て
い
る

事
故

、
犯

罪
の

件
数

が
前

年
比

で
大

き
く
増

加
し
て
い
る
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基
本

目
標

８
　
共

に
考

え
、
協

働
す
る
む
ら
づ
く
り

コ
ー
ド

担
当

指
標

名
単

位
基

準
値

(H
2
7
)

R
３

R
４

R
５

R
６

R
７

R
８

(目
標

値
)

総
務

村
公

式
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ク
セ
ス
数

回
1
9
9
,1
9
7

3
7
7
,4
9
9

3
8
3
,6
0
8

5
8
7
,0
2
0

3
9
0
,0
0
0

8
-
1

協
働

に
よ
る
む
ら
づ
く
り
の

推
進

B

総
務

各
S
N
S
フ
ォ
ロ
ワ
ー
数

人
-

2
,7
0
3

3
,2
5
1

3
,4
0
4

5
,9
0
0

8
-
2

A

総
務

行
政

座
談

会
参

加
人

数
人

1
0
9

0
0

3
0

2
0
0

8
-
3

電
子

自
治

体
の

推
進

A

総
務

行
政

区
加

入
率

％
7
4
.9

7
0
.8

6
8
.2

6
7
.2

7
5
.0

財
政

財
政

力
指

数
（
３
年

平
均

）
0
.8
9

0
.9
5

0
.9
4

0
.9
8

0
.9
2

財
政

経
常

収
支

比
率

（
臨

財
債

含
む
）

％
8
6
.2

8
5
.3

8
0
.0

7
2
.8

8
6
.2

財
政

実
質

公
債

費
比

率
（
３
年

平
均

）
％

1
0
.1

3
.3

3
.1

3
.3

4
.5

企
画

ふ
る
さ
と
納

税
寄

付
額

千
円

-
2
4
,4
6
7

1
4
,4
4
1

3
1
,9
5
6

3
8
,0
0
0

住
民

マ
イ
ナ
ン
バ

ー
カ
ー
ド
交

付
率

％
-

3
4
.6

6
6
.2

7
9
.1

1
0
0
.0

方
向

性
方

向
性

企
画

オ
ン
ラ
イ
ン
手

続
き
が

可
能

な
申

請
等

の
件

数
（
累

計
）

件
-

-
3
1

3
1

3
1

8
-
1
-
1

情
報

共
有

・
情

報
発

信
維

持
・
継

続

8
-
1
-
2

多
様

な
活

動
主

体
と
の

連
携

維
持

・
継

続

8
-
1
-
3

村
民

参
画

機
会

の
拡

充
維

持
・
継

続

8
-
2
-
1

効
果

的
・
効

率
的

な
施

策
・

事
業

の
推

進
維

持
・
継

続

8
-
2
-
2

健
全

な
財

政
運

営
維

持
・
継

続

8
-
2
-
3

広
域

連
携

の
推

進
維

持
・
継

続

8
-
2
-
4

計
画

的
な
施

設
・
設

備
の

更
新

維
持

・
継

続

8
-
3
-
1

行
政

手
続

の
デ
ジ
タ
ル

化
の

推
進

維
持

・
継

続

8
-
3
-
2

W
e
b会

議
や

リ
モ
ー
ト
ワ
ー

ク
の

環
境

整
備

維
持

・
継

続

8
-
3
-
3

情
報

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対

策
の

推
進

維
持

・
継

続

個
別

施
策

名
個

別
施

策
名

8
-
1

8
-
2

8
-
3

個
別

施
策

の
方

向
性マ

イ
ナ
ン
バ

ー
交

付
率

が
全

国
平

均
（
約

7
4
%
）
を
上

回
っ
て
い
る

令
和
６
年

度
実

施
　
基

本
施

策
評

価
シ
ー
ト
（
令

和
５
年
度
実
績
）

む
ら
づ
く
り
指

標
（
令

和
５
年

度
実

績
）

基
本

施
策

評
価

持
続

可
能

な
む
ら
づ
く
り
の

推
進基
本

施
策

の
評
価

座
談

会
に
代

わ
る
広

聴
の

手
段

が
課

題

ふ
る
さ
と
納

税
の

向
上

を
図

る
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